
令和４年９月２８日（水曜日）林野庁入札室

佐々木　直　彦（公認会計士、税理士） 菅　沼　真（弁護士）

近　田　直　裕（公認会計士、税理士）

令和４年４月１日～令和４年６月３０日

　１２３件 １者応札案件　　４６件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 ４ 件

　６件 １者応札案件　　　４ 件

（抽出率　５％） （抽出率　９ ％）

契約の相手方が公益社団法人等の案件 ２ 件

（抽出率  ５０％）

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

   　 　４件 １者応札案件 ２ 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 １ 件

 － 件　 １者応札案件 － 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

  １件　 １者応札案件 １ 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 １ 件

 １ 件　 １者応札案件 １ 件

契約の相手方が公益社団法人等の案件 － 件

（詳細に記述すること。） （詳細に記述すること。）

事務局：林野庁林政部林政課会計経理第１班

［これらに対し部局長が講じた措置］

(注)公益社団法人等とは、公益社団法人又は公益財団法人（一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団
法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第４２条第１項に規定する特例社団法人又は特例財団法人を含
む。）をいう。

回答等

（別紙のとおり）

委員会による意見の具申又は勧告の内容
該当なし

（特記事項）

委員からの意見・質問、それに対する回答等

意見・質問

・抽出の６件については、落札率の高かった契約等を抽出した。

（別紙のとおり）

抽
出
案
件
内
訳

工事

一般競争

うち、

物品・
役務等

一般競争
うち、

指名競争
うち、

随意契約（企画競争・公募）
うち、

随意契約（その他）
うち、

その他の指名競争
うち、

随
意
契
約

公募型プロポーザル
うち、

簡易公募型プロポーザル
うち、

標準型プロポーザル
うち、

その他の随意契約

随意契約
うち、

業務

一般競争
うち、

指
名
競
争

公募型競争
うち、

簡易公募型競争
うち、

うち、

指
名
競
争

公募型指名競争
うち、

工事希望型競争
うち、

その他の指名競争
うち、

抽出案件
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抽出契約について 

〔抽出番号１：令和４年度森林経

営管理制度円滑化対策研修運営

委託事業〕 

 

 

 

 

・令和３年度から一般競争入札に変更

した理由は何でしょうか。 

 

 

・令和元年度と２年度は、研修の内

容が固まっていなかったため、企画

提案をしてもらう必要がありまし

た。２年間の実績で研修内容が固ま

ったため、一般競争入札に変更しま

した。 

 

 

・入札金額に３倍くらいの差がありま

すが、何が理由だと思いますか。また、

予定価格に対して落札額が低いです

が、問題なく事業は進んでいますか。 

 

 

・考えられるものは、連絡調整業務

が多いので、連絡調整にかかる人件

費をどのぐらい見込むかで変わる

のではないかと思います。事業につ

いては、連絡を密にとりながら進め

ており、問題なく進んでいます。 

 

 

・研修生の募集方法はどのように行っ

ていますか。事業者にコストはかかる

のでしょうか。 

 

 

・県を通じて対象となる者を募集し

ていますので、広告をするなどのコ

ストはかかりません。 

 

〔抽出番号２：令和４年度森林内

における放射性物質実態把握調

査事業〕 

 

 

・１者応札になった理由はどのよう

に考えていますか。また、再委託部

分を分割発注することは可能です

か。 

 

 

・森林内における放射性物質の動態

をモニタリングし、結果を踏まえた

データ分析や学術的な検討を行っ

ているため、知見を蓄積している研

究機関以外は難しいかも知れませ

ん。再委託部分も含めてデータを同

じ条件で調整し、同時に複数の場所

で試料採取の上、一斉にデータ分析

等をする必要があるため、難しいと

考えています。 

 

  

・基本的には調査分析にかかる技術



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・予定価格を作成するときの根拠は

ありますか。 

 

 

者給と調査事業のための資材費を

計上しています。 

 

 

・過去の報告書は、公告期間に見られ

るようになっていますか。 

 

 

・モニタリング調査は過去からの推

移が非常に重要ですので、過去の報

告書の閲覧、貸出は可能です。 

 

〔抽出番号３：令和４年度森林・

山村多面的機能発揮対策評価検

証事業〕 

 

 

・落札率が低かった要因は何だと考え

ていますか。 

 

 

・今年度落札した事業者は、昨年度

も入札に参加して落札できなかっ

たため、簡単に言うと、競争原理が

働いたということかと思います。 

 

 

・今年度入札に参加した２者以外の参

入は難しいのでしょうか。 

 

 

・森林林業の技術と、ボランティア

団体等への指導技術等の知識や指

導力が必要になるので、両方兼ね備

える業者は少ないと感じています。 

 

 

・交付金の使い方も評価・検証するの

でしょうか。 

 

 

・無関係なことに使っていないかな

どは、中間支援組織である地域協議

会が審査することになります。本事

業では、活動内容を収集して分析を

し、交付金がどのような活動に利用

され、どのような効果がもたらして

いるかを評価検証しています。 

 

〔抽出番号４：令和４年度避難指

示解除区域等における森林施業

等実証事業（土壌等調査）〕 

 

 

・予定価格はどのように算出していま

すか。また、落札率が高い要因はどの

ように考えていますか。 

 

 

・人件費は国交省の技術者給単価を

参考に、旅費等は林野庁予算要求単

価に基づき、検体の分析費用は各民

間業者での単価を参考にして算出

しています。間伐の部分は林野庁の

規定に基づいて算定しています。落

札率については、継続的に行ってい



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る事業でもあり、同じ業者が落札し

ており、人件費や道具などの固定費

があまり変わらないからではない

かと思います。 

 

 

・共同事業体で応札するメリット、デ

メリットはありますか。 

 

 

・１者だけでは事業を請負うことが

できない場合は、共同事業体による

応札も認めています。再委託という

方法もありますが、再委託の場合

は、再委託できる部分や金額に制約

があります。 

 

 

・応札者を増やすのは難しいでしょう

か。 

 

 

・森林施業と放射性物質の両方の知

見が必要になるため、対応できる事

業者はあまり多くないと考えてい

ます。 

 

〔抽出番号５：令和４年度国有林

GIS 運用・管理・保守業務〕 

 

 

・今回は不落随契ということですが、

予定価格を下回らなかった特別な理

由はありますか。 

 

 

・予定価格は基本的には前年度と同

じ考え方で積算しています。今年度

予定価格を下回らなかった特別な

理由はないと考えています。 

 

 

・人件費の上昇が予定価格に反映され

ていないということはないですか。 

 

 

・人件費は、公表されている積算単

価から算出しています。ただし、こ

れが実勢をとらえきれていない可

能性はあります。 

 

 

・令和７年度から新システムになると

いうことで、残り２年を複数年契約で

額を下げることはできないでしょう

か。 

 

 

・令和６年度まで現行システムを運

用する予定ですが、新システムが想

定より早く完成する可能性もあり、

令和５年度と令和６年度は分けて

発注したいと考えています。 

 



 

・ 

 

 

・ 

 

〔抽出番号６：令和４年度CLT・

LVL等の利用拡大のための環境整

備（中高層建築物における木材

利用の環境整備）〕 

 

 

・契約金額はどのように決めていま

すか。 

 

 

・公示の際に目安の金額を明示し

ています。その金額内で事業者が

企画提案し、採択した企画提案内

容を基に予定価格を作成し、見積

価格と比較し、予定価格以内であ

ればその金額で契約することにな

ります。 

 

 

・民間事業者でもできる内容でしょ

うか。 

 

 

・建築物と木材は密接に関係する

分野ですので、両方の知見を有し

ている業者は複数いると考えられ

ますが、結果的に１者だけの提案

が続いている状況です。 

 

 

・企画競争か総合評価落札方式にす

る一般的な基準はありますか。 

総合評価落札方式に変更していく

ことはありますか。 

 

 

・国が仕様書を固めて出すものが

総合評価落札方式であるが、そも

そも木造中高層建築物がなかなか

少ない中で国の知見だけで仕様書

を固めることができず、高度な知

見を持っている方から仕様を含め

て提示してもらう必要があるもの

は企画競争としています。 

国においても知見がたまってい

けば総合評価落札方式に変わって

いくことも考えられますが、まだ

その段階には至っていない状況で

す。 

 

 

その他 

 



・委員会としての意見はなし。 
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